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2024年の相続税路線価は、全国平均で前年比プラス 2.3％となり、3年連続で上昇した 

上昇傾向が継続 

全国平均 

国税庁は 7月 1日、2024年 1月 1日時点の相続税路線価（以下、路線価）を発表した。全国

平均で前年比プラス 2.3％となり、3年連続での上昇となった（2023年はプラス 1.5％）。 

主要都市（都道府県庁所在地） 

主要都市（都道府県庁所在地）の最高路線価の路線を以下の表 1 にまとめた。3 大都市圏で

は、コロナ禍の下落以降、昨年上昇に転じた東京/銀座中央通り、大阪/御堂筋は上昇幅が拡大

したが、名古屋/名駅通りは縮小した。その他主要都市においては、いずれも上昇傾向が継続し、

横浜駅西口バスターミナル前通りを除き上昇幅は拡大した。 

コロナ禍前の 2020年 1月 1日時点との比較では、札幌、さいたまが 20％以上の上昇、仙台、

京都が 10％以上の上昇となった。 

一方で、今年になり上昇幅が大きく拡大した東京/銀座中央通り、大阪/御堂筋、神戸/三宮セ

ンター街は、コロナ禍以降の価格下落幅が大きく、コロナ前の価格水準に戻っていない（表 1、

表 2ご参照）。 

表 1  主要都市（都道府県庁所在地）の最高路線価（1月 1日時点）                            （単価：千円/㎡） 

都市名 最高路線価の路線所在地 
2024年 2023年 2020年か

らの変動率 単価 前年比 単価 前年比 

≪三大都市圏≫            

東京 中央区銀座 5丁目 銀座中央通り 44,240 3.6% 42,720 1.1% -3.7% 

名古屋 中村区名駅 1丁目 名駅通り 12,880 0.6% 12,800 2.6% 3.2% 

大阪 北区角田町 御堂筋 20,240 5.4% 19,200 1.3% -6.3% 

≪その他≫            

札幌 中央区北 5条西 3丁目 札幌停車場線通り 7,280 9.0% 6,680 8.4% 27.3% 

仙台 青葉区中央 1丁目 青葉通り 3,630 4.6% 3,470 2.4% 14.2% 

さいたま 大宮駅西口駅前ロータリー 5,290 11.4% 4,750 8.0% 24.2% 

横浜 横浜駅西口バスターミナル前通り 16,960 1.0% 16,800 1.4% 8.7% 

京都 下京区四条通寺町東入 2丁目御旅町 四条通 7,520 7.9% 6,970 3.6% 11.7% 

神戸 中央区三宮町 1丁目 三宮センター街 5,320 6.4% 5,000 2.0% -7.6% 

広島 中区胡町 相生通り 3,570 5.3% 3,390 3.0% 8.5% 

福岡 中央区天神 2丁目 渡辺通り 9,440 4.4% 9,040 2.7% 7.3% 

出所 国税庁 HPより三菱 UFJ信託銀行が作成（以下、表 2～表 5同様） 
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価格上昇が顕著な路線 

表 4、表 5に一都三県及び関西圏の各税務署管内における最高路線価の上昇率の上位路線をま

とめた。一都三県では、浅草、鎌倉のようにインバウンド等による人流増の影響や、昨年に引

き続き、駅前の再開発等の影響により、商業施設の売上増加や周辺のマンション開発等が地価

上昇に影響したものと見られる。 

関西圏では、上位 5 路線は、大阪市内の路線となっている。江戸堀 1 丁目の四つ橋筋や、福

島 5 丁目のなにわ筋では、梅田北エリアの大型オフィスビル、高層マンション等の大規模開発

の周辺部への波及効果が見られ、マンション開発等が進んでいる。難波中 2 丁目では、なんば

駅南エリアのオフィスビル、ホテル等の複合施設の竣工、心斎橋筋では戎橋周辺の飲食店等の

店舗売上増が地価上昇に寄与したものと見られる。 

表４  1都 3県の上昇率上位路線                         （単位：千円/㎡） 

No 税務署名 最高路線価の路線所在地 
2024年 2023年 

単価 変動率 単価 変動率 

1 浅草 
台東区浅草 1丁目 

雷門通り 
4,480 16.7% 3,840 7.0% 

2 保土ヶ谷 
横浜市旭区二俣川 2丁目 

  二俣川駅南口駅前通り 
730 15.9% 630 6.8% 

3 千葉西 
習志野市津田沼 1丁目 

  ぶらり東通り 
1,420 15.4% 1,230 11.8% 

4 足立 
足立区千住 3丁目 

  北千住駅西口駅前広場通り 
5,570 15.1% 4,840 8.8% 

5 千葉東 
千葉市中央区富士見 2丁目 

  千葉駅東口駅前広場 
2,230 14.9% 1,940 - 

6 鎌倉 
鎌倉市小町 1丁目 

  鎌倉駅東口駅前通り 
1,680 14.3% 1,470 6.5% 

7 神奈川 
横浜市神奈川区鶴屋町 2丁目 

  鶴屋橋北側 
4,040 14.1% 3,540 14.2% 

8 市川 
市川市八幡 2丁目 

  本八幡駅前通り 
1,950 13.4% 1,720 8.5% 

9 中野 
中野区中野 5丁目 

  中野駅北口駅前広場前 
5,500 13.2% 4,860 8.5% 

10 厚木 
厚木市中町 2丁目 

  本厚木駅北口広場通り 
1,130 11.9% 1,010 12.2% 
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表2 東京、大阪、神戸の最高路線価推移
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表3 主要都市（東京、大阪、神戸を除く）の最高路線価推移
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表５ 関西圏の上昇率上位路線                       （単位：千円/㎡） 

No 税務署名 最高路線価の路線所在地 
2024年 2023年 

単価 変動率 単価 

1 西 
大阪市西区江戸堀 1 丁目 

四つ橋筋 
3,400 19.3% 2,850 

2 大阪福島 
大阪市福島区福島 5 丁目 

なにわ筋 
1,700 16.4% 1,460 

3 東淀川 

大阪市淀川区宮原 3 丁目 

市道歌島豊里線 

（新大阪駅北口） 
2,110 15.9% 1,820 

4 浪速 
大阪市浪速区難波中 2 丁目 

市道浪速区第 9033号線 

（なんば駅西口） 
2,120 14.0% 1,860 

5 南 
大阪市中央区心斎橋筋2丁目 

心斎橋筋 
16,080 13.6% 14,160 

 関西圏＝大阪府、滋賀県、京都府、兵庫県、奈良県、和歌山県 

    他の地域では、長野県北安曇郡白馬村大字北城で上昇率 32.1％、熊本県菊陽町光の森 3丁目

で同 24.0％、岐阜県高山市上三之町で同 17.8％の路線が挙げられる。税務署管内の最高路線価

ではないが、昨年鉄道新駅が開業したＪＲ京葉線「幕張豊砂」駅付近の路線では上昇率が

26.3％、新路線開通の相鉄・東急新横浜線の「羽沢横浜国大」駅付近で同 21.6％となった。 

固定資産税路線価 

路線価には、相続税路線価の他に、地方自治体が所管する固定資産税路線価がある。固定資

産税路線価は、3 年毎に見直しが行われるが、今年度は見直しを行う基準年度に該当しており、

2024 年度の固定資産税評価額は、見直し後の路線価に基づき算定されている。コロナ禍後、地

価は上昇する地域が増加する傾向にあるが、コロナ禍における価格下落が大きかった東京/銀座

や大阪/御堂筋、神戸/三宮の路線では、3 年前の固定資産税路線価に比べた価格水準は下回って

いる。一方、地価が上昇を続け、3 年前と比べて路線価が大きく上昇している場合でも、固定

資産税の負担調整の制度により、一定の税負担軽減措置が適用され、前年度の税額の 1.1 倍を

超える額は課税されない等の適用例（東京都）がある。 

三菱 UFJ信託銀行 不動産コンサルティング部 

松岡 達也 
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